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(1) 業務の内容  
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(c) 業務の目的 

震源断層・津波の波源断層の位置と形状を明らかにするために、北海道から九州北部に

いたる日本海沿岸地域において、マルチチャンネル反射法地震探査を行う。また、海陸統

合構造調査を行い日本海～陸域にいたる複雑な海陸接合部を含む基本的な地殻構造を明ら

かにし、津波波源モデル・震源断層モデルの高度化のための基礎資料を得る（図 1）。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２５年度： 

中越〜上越、富山トラフ、能登半島沖、金沢沖の二船式による反射法地震探査、富山ト

ラフ海陸統合反射法地震探査を海域 715 km、陸域 15 km の区間で実施した。計 10 測線

において、海底活断層の深部形状の推定に資する基礎資料が収集できた。また、富山トラ

フの地殻構造が明らかになった。 

 

  2) 平成２６年度： 

福井沖〜鳥取沖の沿岸海域において、反射法地震探査を実施した。堆積盆地の構造も含

めた総合的な検討により、断層の再活動過程についての情報が得られた。海陸統合調査は、

能登半島西方の羽咋沖海域から砺波平野を経て富山平野西端にいたる領域「かほく-砺波測

線」で実施した。海陸統合反射法地震探査では、羽咋沖から砺波平野、富山平野西部を構

成する堆積盆地の基本的な形状と断層の深部形状が明らかになった。 
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  3) 平成２７年度： 
 山口〜北九州沖の沿岸海域において、反射法地震探査を実施した。海陸統合測

線は、南丹市美山町静原から、若狭湾に至る約 80 kmの陸上及び海域区間からな

り、既存の新宮 -舞鶴測線と連続させ、島弧・背弧海盆の基本的な地殻構造を把握  
するための基礎データを取得した。  

 

  4) 平成２８年度： 

鳥取県倉吉から沖合の大和海盆南部に至る測線で海陸統合反射法地震探査を実施し、宍

道褶曲帯と呼ばれる背弧変形帯の地殻構造の特性を明らかにし、震源断層の形状を明らか

にした。また、測線直下で発生した 2016 年鳥取県中部地震（Mw6.2）震源域の地殻構造 

の特徴を明らかにした。 

 

 5) 平成２９年度： 

 北海道天売島周辺から石狩湾にいたる反射法地震探査を行い、震源・津波波源断層の深

部形状を明らかにするための資料を収集した（サブサブテーマ2.2.1参照）。夕張から西方

に石狩低地東縁断層帯を横切り約68 kmの陸域区間と、石狩湾を横切り日本海盆にいたる

約250 kmの海域区間（サブサブテーマ2.2.1参照）において、海陸統合地殻構造探査を行

い、日本海盆から日高衝突帯にいたる地殻構造の特性と、活断層の深部形状を明らかにし 

た。 

 

  6) 平成３０年度： 

 積丹半島沖から松前半島沖に至る沿岸海域において、反射法地震探査を行い、震源・津

波波源断層の深部形状を明らかにするための資料を収集する。北海道南部を東西に横断す

る50 kmの陸域区間と、1993年北海道南西沖地震の震源域を横切り日本海盆にいたる約

250 kmの海域区間（サブサブテーマ2.2.1参照）において、海陸統合地殻構造探査を行う。

この探査では、函館平野西縁断層帯や北海道南西沖震源域周辺の震源断層の深部形状や海

洋地殻である日本海盆と北海道南部の大陸地殻など地殻構造の特性を明らかにする。 

 

  7) 平成３１年度： 

 松前半島沖の沿岸海域において、反射法地震探査を行う。山形・宮城県境付近の奥羽山

脈から新庄盆地・出羽丘陵をへて庄内平野にいたる60 kmの陸域区間と、庄内沖から大和

堆にいたる約300 kmの海上区間（サブサブテーマ2.2.1参照）で、海陸統合地殻構造調査を

実施する。この測線では火山弧から背弧海盆にいたる基本的な地殻構造を明らかにする他、

多数の活断層を横断し、それらの深部形状を明らかにする。 

 

 8) 平成３２年度： 

データのとりまとめを行う。とくに、データ解析手法などに大きな進展があった場合に 

は、初期のデータの再解析等を行い、均質なデータとして利用可能にする。 
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図 1 日本海地震津波調査プロジェクトにおける制御震源を用いた構造探査地域。 

H は平成の省略。活断層は日本列島の地質編集委員会編(1996) 1) による。 

 

 

(e) 平成２９年度業務目的 

 北海道天売島周辺から石狩湾にいたる反射法地震探査を行い、震源・津波波源断層の深

部形状を明らかにするための資料を収集する。夕張から西方に石狩低地東縁断層帯を横切

り約60 kmの陸域区間と、石狩湾を横切り日本海盆にいたる約250 kmの海域区間（サブサ

ブテーマ2.2.1参照）において、海陸統合地殻構造探査を行い、日本海盆から日高衝突帯に

いたる地殻構造の特性と、活断層の深部形状を明らかにする。 

 

(2) 平成２９年度の成果  

 

(a) 業務の要約 

 震源・津波波源断層の形状把握と島弧・背弧海盆の基本的な地殻構造を把握するために、

北海道中軸部の日高衝突帯西部から、石狩平野を東西に横断する約 68 km の陸上区間とそ
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の西方海域の日本海盆に至る 250 km の区間において、海陸統合地殻構造探査を行った（サ

ブサブテーマ 2.2.1 参照）。陸上区間では、バイブロサイス車 4 台を使用した反射法地震

探査発震の他、発破とバイブロサイス車 5 台の集中発震による屈折法・広角反射法地震探

査により、深部反射法断面の他、P 波速度構造を明らかにした。さらに、海域でのエアガ

ン発震を陸上で受振することにより、地殻上部の速度構造を得た。得られた反射法地震探

査断面では、夕張から馬追に至る日高衝突帯西部と、石狩平野部分では反射面のパタ

ーンが大きく異なる。日高衝突帯西部は、短縮量が著しい褶曲-断層帯の地質構造を反

映して、反射面の連続性に乏しい。今回の探査では、従来の反射法地震探査に比べ長い

展開長を活かした速度構造が明らかになった点に特徴がある。東傾斜のスラスト群に

伴う、速度の逆転構造が顕著に見られる。速度構造の上から、南幌-江別間で凸型を呈

する高速度領域（5.5 km/s）が約 4 km の深度に位置する。夕張に至る日高衝突帯西部

の P 波速度は、低速度で 5.5 km/s の等速度線は西に向かって低下する。高速度層の欠

如から基本的にはシンスキン (thin-skinned) 型の変形を示している。日高衝突帯の前

縁断層は、馬追丘陵西縁の石狩低地東縁断層帯であり、深部の形状は 20〜25゜で東に

傾斜する反射面から推定される。先端部では深さ 3 km に伏在し、楔状の形状を示す。

石狩平野下では連続性の良好な反射面が深さ 6〜4 km まで分布する。東から野幌背斜、

太美背斜、海岸背斜に対応した褶曲が見られる。野幌背斜の西翼には地下 5〜8 km で

東傾斜の断層が推定される。この断層の上盤側には西側に層厚が増化する堆積層が分

布し、見かけ上、正断層活動にともなう成長層と推定される。成長層は幌内層・石狩層

群などの古第三系が相当する可能性が高い。この正断層は、反射面のパターンから荷

菜層堆積時以降に逆断層として反転したと推定される。野幌背斜の西方に位置する太

美背斜についても、背斜下に東傾斜の断層が存在し、正断層の反転構造を示している。

日高衝突帯西部の変形様式とは異なり、石狩平野下の構造は、シックスキン  (thick-

skinned) 型を示しており、日高衝突帯西部と同様の東傾斜の逆断層から構成されてい

るが、それぞれ独立したものである。石狩低地東縁断層帯、野幌背斜、太美背斜はいず

れも断層関連褶曲であり、本探査によって震源断層の断面形状が明らかになった。 

 

(b) 業務の実施方法と成果 

1) 調査地域の地質概要 

 北海道中軸部には主として新第三紀に形成された南北に伸びる短縮変形帯が発達する。

この短縮変形帯は日高衝突帯とよばれ、基本的には千島弧と東北日本弧との島弧-島弧衝突

によって形成されたと考えられている 2)。日高衝突帯は東傾斜の大規模なスラスト群から

構成され、中軸部には中部地殻を構成する岩石が変成岩として露出し 3)、その西側には短

縮変形を被る第三系が分布する。褶曲-断層帯の西縁は、西方に凸型の平面形状を示す活断

層群を構成し石狩低地東縁断層帯 4) と呼ばれる。日高衝突帯の構造は、南部地域において

は深部反射法地震探査や屈折法地震探査が行われ、主要な断層が東傾斜のスラストである

ことが明らかにされている 5,6,7,8)。断層帯の先端部は堆積層中での伏在断層であり、しば

しばウェッジスラストを伴う 9,10,11)。 

日高衝突帯の西側には、石狩平野が広がる。石狩川周辺では、北方の樺戸山地と南方の

道南山地に挟まれた北西方向に伸びる堆積盆地を形成し、約 4 km の厚さを示す新第三系
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〜第四系が分布する 12,13)。このような堆積盆地の分布と形状は、重力異常から推定される

密度構造によく現れている 14,15)。この堆積盆地には南北ないしは北西方向の軸跡を示す褶

曲が形成されている 16,17)。野幌背斜は、南北方向の軸跡を示す褶曲で、活褶曲として知ら

れている 18)。その西方は札幌東部-当別沈降部を経て、石狩湾岸褶曲部に至る 16)。石狩湾

岸褶曲部には東部の NNE-SSW 方向の軸跡を示す太美背斜、石狩川の北岸には NNE-SSW

方向の石狩湾海岸背斜などが分布する他、石狩川以南の石狩低地域では北西-南東方向の

10 km 程度の軸跡を示す褶曲が知られている 17)。 

野幌丘陵を構成する背斜など、石狩平野下の褶曲は断層関連褶曲と推定されるものの、

それらの深部構造が明らかになっていないため、震源断層の位置や形状を明らかにするこ

とが難しい。このため、人口稠密な札幌市が位置する石狩平野から日高衝突帯西縁にかけ

ての領域を対象として深部反射法地震探査を実施した（図 2, 3）。尚、本探査はより深部の

地殻構造の基本的な特徴を把握するために、陸域測線と海洋研究開発機構が実施した海域

地殻構造探査（サブサブテーマ 2.2.1 参照）と共同で海陸地殻構造統合探査として実施し

た。 

 本探査を進めるにあたり、測線の設定、地下構造の把握について、石油資源開発株式会

社から、未公表資料の参照などを含め、多大なるご協力をいただいた。記して謝意を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 調査測線概略図。 
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図 3 調査測線概略図。地質調査所 20 万分の 1 地質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 

   青字の数字は受振点番号。 

 

2) データ取得 

北海道石狩市石狩河口付近から夕張市南部地域にいたる陸域測線において、反射法地震

探査・屈折法探査のデータを取得した（図 2）。また、陸域測線の延長上の海上測線でのエ

アガン発震データを陸域に固定した受振器で記録することにより、海陸境界部を含み連続

的な速度構造を得るための波形記録を収集した（図 2）。 

 

  a) 調査測線 

 本調査測線は、石狩市石狩川河口付近を起点として石狩郡当別町、江別市、空知郡南幌

町、夕張郡長沼町、由仁町、栗山町を経て、夕張市南部地域に至る投影距離約 68.5 km の

測線を設定した。また、本プロジェクトの一環として、当該陸域調査と同時期に海域に於

いて海洋研究開発機構（JAMSTEC）により海上地震探査が実施された。 

 

b) 調査仕様 (表 1) 

陸域測線全域の投影測線上 68.5 km における受振展開は、投影測線上で 50 m 間隔の投

影受振位置を 1,358 点設定し、実際の受振展開が可能な道路に再投影して受振点位置を決

定した。観測装置として GPS 刻時装置ならびにバッテリー、AD 変換器、デジタル記録機

器を内蔵した 3 ch または 1 ch 仕様の独立型受振システム（GSX-3 または GSR）を使用し

た。震源には大型バイブロサイス車を標準 4 台使用した（図 4）。 
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RP1～RP617（図 3）の西側区間（石狩河口川付近～南幌町：投影距離約 31.5 km）では

浅部から深部にかけての構造イメージングに向けた発震間隔 50 m（投影）・スウィープ数

3 回を標準とした反射法データを取得した。本区間では固有周波数 10 Hz の地震計を使用

した。 

RP618～RP1358（図 3）の東側区間（南幌町~夕張南部：投影距離約 37 km）では低周

波成分の確保による深部反射波抽出に向けた発震間隔 100 m（投影）・スウィープ数 8 回

を標準とし、この区間では固有周波数 5 Hz および 4.5 Hz の地震計を使用した広帯域デー

タを取得した。 

屈折法では全点固定展開（約 68.5 km）を確保し、含水爆薬（薬量 100 kg）による発震

1 点、大型バイブロサイス 5 台による夜間集中発震 1 点および大型バイブロサイス 4 台に

よる集中発震 15 点による屈折データを取得した。 

屈折法地震探査のため、測線の東側の一点では含水爆薬による発震作業を行い、西側で

は石狩川河川敷に於いて大型バイブロサイス 5 台による 850 回に及ぶ集中発震を夜間から

明け方において実施した。 

測定期間中データ品質の確認のため、準モニタリングを実施した。適宜、一部区間（探

鉱器 12 台分）を設定し、観測終了後に収録データの吸い上げ・切り出し・波形によるシグ

ナル確認作業を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 大型バイブレータによる発震。 
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図 5 含水爆薬発破前の井戸元。 
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表 1 データ取得仕様一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 観測記録 

ⅰ) 陸域観測データ 

 陸域で取得された反射法発震記録例を図 6～8 に、屈折法発震度記録例を図 9～11 に示

す。反射法発震記録では、西側では低重合発震であったにも関わらず、発震記録の品質は

良好であった。測線西側の石狩平野内における発震記録の品質は馬追丘陵より東側の発震

記録に比べて良好で、浅部から深部にかけて反射波が明瞭である。また、屈折初動も西側

の方が視認性は高い。 

他機関による海上エアガン発震に対する陸域観測記録例を図 12～13 に示す。 
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図 6 陸上測線西部の反射法発震記録例。発震系仕様概要: 大型バイブロサイス車 4 台、

出力エネルギー70%、スイープ回数 12 回。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅

『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 陸上測線中央部の反射法発震記録例。発震系仕様概要: 大型バイブロサイス車 4 台、

出力エネルギー60%、スイープ回数 24 回。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅

『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 
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図 8 陸上測線東部の反射法発震記録例。発震系仕様概要: 大型バイブロサイス車 4 台、

出力エネルギー70%、スイープ回数 32 回。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅

『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 陸上測線西部の屈折法発震記録例 SP-3V（バイブロサイス集中発震）。発震系仕様概

要: 大型バイブロサイス車 5 台、出力エネルギー70%、スイープ回数 745 回。測線図

は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 
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図 10 陸上測線中央部の屈折法発震記録例 SP-8V（バイブロサイス集中発震）。発震系仕

様概要: 大型バイブロサイス車 4 台、出力エネルギー60%、スイープ回数 50 回。測線

図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 陸上測線東部の屈折法発震記録例 SP-1D（含水爆薬による発震）。発震系仕様概要: 

薬量 100 kg、孔底深度 44.75 m、装薬長 17.65 m。測線図は地質調査所 20 万分の 1

地質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 
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図 12 JAMSTEC による海上エアガン発震に対する陸域観測記録例[1] SP51201 

発震系仕様概要: エアガン容量 5,300 cu.in.、エアガン圧力 2,000 psi、エアガン深度

10 m / 表示: Band-pass filter (4/5-20/30 Hz)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 JAMSTEC による海上エアガン発震に対する陸域観測記録例[2] SP51805 

発震系仕様概要: エアガン容量 5,300 cu.in.、エアガン圧力 2,000 psi、エアガン深度

10 m / 表示: Band-pass filter (4/5-20/30 Hz)。 
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  3) データ解析 

a) 反射法データ解析 

陸域反射法データに関して解析を行った。図 14 にデータ処理フローを、各処理に関す

るパラメータ一覧を表 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 反射法データ処理フロー 
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表 2 反射法解析パラメータ一覧 
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  ⅰ) フォーマット変換およびデータ編集( Format Conversion and Trace Edit ) 

フィールドユニットに記録された原記録(GSR Original Format)について、SuperX(JGI 

Internal Format)フォーマットへ変換を行った。その際、すべての発震記録毎にノイズエ

ディットを伴う垂直重合を用い、バイブロサイスのリファレンス波形との相互相関処理を

行った。また、バイブロサイス発震記録は発震点番号の昇順にしたがって抽出した。下記

に示す様に、反射法データ解析結果には、本調査で取得された全てのバイブロサイス発震

記録 746 点の寄与が含まれている。 

標準発震点………………………… VP.1.0 ~ 730.0 (730 点) 

バイブロサイス集中発震点………… SP-1V ~ SP16V（16 点）  

 

  ⅱ) トレースヘッダーへの測線情報の入力( Geometry Application ) 

SuperX トレースヘッダーに関して、発震点、受振点及び各 CMP のインデックス、座標、

標高値、オフセット距離、基準面標高値等の測線情報を入力した。データ解析における基

準標高面は平均海水面位置に設定した。また、CMP 重合測線は下記の基準によって決定し

た。 

CMP 間隔…………………………  25.0m 

CMP 範囲…………………………  1 - 2745 

重合測線からの最大偏倚制限…… なし 

図 15 に受振点及び発震点位置図及び重合測線位置を示した。CMP の各種情報(重合数分

布、オフセット距離分布、アジマス分布、標高および偏差分布)を図 16～17 に示す。 

 

 ⅲ) 屈折波初動解析( Refraction Analysis ) 

改良型タイムターム法による屈折初動解析を行い、受振点及び発震点タイムターム値と

表層基底層速度を算出した。この手法では解析対象とする屈折面が 2 次元ブロックに分割

され、各ブロックに対して表層基底層速度が定義される。このモデルは以下の関係式で記

述される。 

 
 

k
ijkkji

k
ijkkij sbasT 0,

 

ここに、 ijT は屈折初動走時、 ji ba , は発震点及び受振点タイムターム、 ijkkk ss ,,0,  は各

ブロックにおけるスローネス初期値、スローネスの初期値からの偏倚量及び屈折波線長で

ある。この受振点及び発震点タイムターム値と表層基底層速度はインバージョン

(‘Generalized Linear Inverse Method’)によって算出される。改良型タイムターム法解析

の結果を用いて、表層基底深度は各発震点及び各受振点について以下の様に計算される。 
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ここに、Tm は ’Time-Term’、Vw は表層速度、Vsw は表層基底層速度である。図 18 に

改良型タイムターム法による解析結果を示す。 
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 ⅳ) 最小位相変換（Minimum Phase Conversion） 

バイブロサイス発震記録については、零位相であるバイブロサイス震源のスウィープ波

形（探鉱器 ’A/D Decimation Filter（DCF） ’及び相互相関処理実施後のスウィープ波形）

について、最小位相変換処理を適用した。 

 

 ⅴ) 初動ミュート（First-break Suppression） 

強振幅の屈折波初動部分を抑制する目的で、以下のパラメータによる初動抑制処理を実

施した。 

 

 ⅵ) リニアノイズ抑制処理（Linear Noise Suppression） 

発震記録上に混入する屈折初動の繰り返しを抑制し、以降の速度解析における読み取り

精度の向上を図ると共に、重合処理における重合効果の向上を図る目的から、線形ラドン

フィルターを適用した。 

 

 ⅶ) ランダムノイズ抑制処理（Random Noise Suppression） 

発震記録に見られるランダムノイズを抑制し、反射波の連続性を改善する目的で、周波

数-空間領域の予測フィルターを適用した。 

 

 ⅷ) コヒーレントノイズ抑制処理（Suppression of Coherent Noise） 

発震記録に含まれる表面波やその他の線形ノイズを抑制し、以降のデコンボリューショ

ン処理における反射波スペクトル推定の誤差の軽減を図ると共に、重合処理における重合

効果の向上を図る目的で、発震記録において周波数-空間領域の速度フィルターを適用した。 

 

 ⅸ) 共通反射点編集（Common Midpoint Sorting） 

上述ⅱ) のパラメータによって、共通反射点の編集を実施した。 

 

 ⅹ) 浮動基準面に対する静補正（Static Corrections to FDP） 

浮動基準面に対する静補正を実施した。静補正については、下式で定義される標高補正

量及び表層補正量の和として各発震点、受振点について与えられる。 

 ・標高補正 Te：観測面を一定基準面へ補正する。 

 Te = - ( He - Hb ) / Vec  

  ・表層補正 Tw：低速度の表層構造変化による影響を除去する。 

  Tw = Sd * ( -1/Vw + 1/Vsw )  

ここに、 He：発震点あるいは受振点標高(m) 

 Hb：基準面 [海抜＊m ] 

 Sd：表層厚(m) 

 Vw：表層速度(m/s) 

 Vsw：表層基底層速度(m/s) 

 Vec：標高補正速度(2,000m/s) 

である。本処理では標高補正速度(Vec)として下記の基準面補正速度(Vc)と同じ値を用い
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た。 

表層補正値は、前述ⅲ)の屈折波初動解析による結果を用いて計算された。本測線の基準

面( Datum )は平均海水面位置に設定されたが、絶対値の大きい標高補正値の適用を回避

するため、CDP に近接する受振点標高を基に長波長成分を抽出して CMP アンサンブル上

において平均標高を定義し、これを浮動基準面（FDP:Floating Datum Plane）とした。こ

の FDP から基準面までの基準面補正量 Td は、下記のように定義される。 

 Td = -2.0 * ( Hf- Hb ) / Vc  

ここに、 

 Hf：浮動基準面（FDP） 

 Vc：基準面補正速度（2,000 m/sec）a 

である。この FDP の計算には CMP 内のオフセット距離 0-500 m の比較的近いトレー

スが用いられた。 

 

 ⅹⅰ) 振幅補償（Gain Recovery） 

弾性波の震源からの伝播に伴う幾何減衰、多層構造内を透過、多重反射することによる

伝播損失及び非弾性効果による減衰、さらには受振点、発震点毎のカップリングの相異に

起因する振幅特性の変化を補償することを目的として、自動振幅調整による振幅補償を行

った。 

 

 ⅹⅱ) デコンボリューション（Deconvolution） 

震源波形、地層効果、記録系の集積としての基本波形を地震トレースから推定・除去し、

記録の分解能向上を図るためにデコンボリューションを適用した。 

 

 ⅹⅲ) 重合速度解析（Stacking Velocity Analysis） 

以下に示す定速度重合法による速度解析を実施した。尚、残差静補正後に再解析がなさ

れている。 

 解析点間隔 ： 1,000 m 

 解析速度数 ： 68 ( 1,500 – 6,400 m/sec ) 

 

 ⅹⅳ) NMO 補正（Normal Moveout Corrections） 

速度解析によって求められた重合速度-時間の関数を時間-空間方向に内挿し、その速度

テーブルに従って NMO 補正を適用した。 

 

 ⅹⅴ) ミュート（Outside Mute after NMO） 

NMO 補正に伴う波形の伸長及び ’Far’オフセット側に残留する屈折波初動部分の抑制

(アウトサイドミュート)を目的として、全 CMP アンサンブルについて空間方向に変化す

るミュートパターンを設計し適用した。 

 

 ⅹⅵ) 重合前振幅調整（Amplitude Conditioning before Stacking） 

トレース間の振幅バランスを調整するため、自動振幅調整による振幅補償を行った。 
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 ⅹⅶ) 残差静補正（Residual Static Corrections） 

NMO 補正後の CMP アンサンブルを入力として、基準トレースとの相互相関関数から

得られる最大ラグ値を用いて ’Surface-consistent’な発震点、受振点残差静補正量を

LTI(Linear Travel- time Inversion)によって統計的に計算し、これを適用した。 

 

 ⅹⅷ) 共通反射点重合処理（CMP Stacking） 

NMO 補正及び残差静補正適用後の共通反射点アンサンブルに関して水平重合処理を実

施した。 

 

 ⅹⅸ) 基準面補正（Datum Corrections） 

浮動基準面から基準面への時間補正を適用した。 

 

 ⅹⅹ) 周波数―空間領域予測フィルター（F-X Prediction Filter） 

周波数-空間領域において複素型予測フィルターを設計・適用してランダムノイズを抑制

し相対的に S/N を向上させる F-X 予測フィルター処理を実施した。 

 

 ⅹⅹⅰ) 周波数―波数領域コヒーレンシーフィルター（F-K Coherency Filter） 

周波数-波数領域において Powering を適用して射波の連続性を向上させる F-K コヒー

レンシーフィルター処理を実施した。 

 

 ⅹⅹⅱ) 重合後時間マイグレーション（Post-Stack Time Migration） 

時間断面上の反射点位置を実際の位置に移動させ、回折波を回折点に復元することを目

的として、時間-空間座標領域における差分法時間マイグレーションを実施した。マイグレ

ーション速度には時間及び空間方向に平滑化した重合速度を用いた。また、90~70%の時間

可変のスケーリングを適用した。また、標高変化を伴うデータに対し、基準面（Datum）

から浮動基準面（FDP）までの区間を零速度層によって充填する手法を採用した。 

 

 ⅹⅹⅲ) 時間-空間可変帯域通過フィルター（Space-Time Variant Band Pass Filter） 

反射波の有効周波数帯域が周波数成分解析によって決定され、時間-空間可変の零位相帯

域通過フィルターを適用した。 

 

 ⅹⅹⅳ) 深度変換（Depth Conversion） 

屈折トモグラフィ解析により推定された区間速度分布から、浮動基準面を起点とする鉛

直下向きの平均速度を計算し、時間及び空間方向に平滑化した平均速度分布を用い

て、 ’Vertical Stretch’ 法による深度変換を実施した。 

 

以上の処理ステップを逐次経ることによって、図 19 の CMP 重合処理断面図、図 20 の

時間マイグレーション断面図が得られた。また、これらの重合記録及び時間マイグレーシ

ョン記録を用いて深度変換を実施した結果を図 21 に示した。 
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図 15 調査測線位置図【受振点、発震点及び CMP 重合測線】国土地理院 20 万分の 1 地

勢図札幌・夕張岳・留萌・旭川に加筆。 
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図 16 CMP 各種情報[1]（重合数分布、オフセットダイアグラム、発震レイアウト） 
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図 17 CMP 各種情報[2]（アジマス分布、重合測線からの偏差、標高分布） 
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図 18 推定された表層構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 CMP 重合時間断面図。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅『札幌』19)『夕

張岳』20) に加筆。 
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図 20 重合後時間マイグレーション断面図。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅

『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 重合後時間マイグレーション深度断面図。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質

図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 
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b) 特殊解析(CRS 処理) 

特殊解析処理として、マルチディップ型 CRS 法（MDRS 法）を採用した。入力とする

データは a) ⅹⅱ) の処理適用後の共通反射点編集後のギャザーである。以下に、主要パラ

メータ及び処理手順の概要を記述する。図 22 に MDRS 解析技術概念図を示す。また、特

殊解析に関するパラメータ一覧を表 3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 MDRS 解析技術解説図 

 

 

表 3 反射法解析パラメータ一覧 
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 ⅰ) スーパーギャザーの作成（Super Gather Generation） 

以降の MDRS 処理のために近隣の CMP ギャザーを併合しスーパーギャザーを作成し

た。 

 

 ⅱ) 定速度スキャン（Constant Velocity Scan） 

定速度重合パネルと関連する各アトリビュートパネルを作成した。 

 

 ⅲ) MDRS スキャン（MDRS Scan） 

CRS 法は CMP に属するトレースだけでなく、その近傍の CMP 多数を併せたスーパー

ギャザーを重合処理することで、従来の CMP 重合法に比べて飛躍的に高い S/N 比を得る

手法である。しかし CRS 法では各時間サンプルで 1 つの傾斜角（1 組の CRS パラメータ

セット）しか選択できないため、異なる反射面からの反射波が交差する状況（コンフリク

ティング・ディップ）には対応できない。本処理の対象地域のように、複雑な地質構造を

有する地域ではゼロオフセット断面上でコンフリクティング・ディップの存在が予想され

るため、ここではマルチディップ CRS スキャンを実施した。 

手順として、傾斜の範囲を 201 分割し、それぞれにおいて CRS スキャンを実施した。

傾斜範囲は、-120 msec/km から+120 msec/km(12 msec/km 間隔)とした。求まった CRS

アトリビュートを用いてスーパーギャザーへの走時補正を行い、それぞれの傾斜範囲にお

いて重合処理を行った。この手順により、傾斜の範囲毎に 1 枚ずつ、合計 201 枚のセクシ

ョンを作成した。 

 

 ⅳ) MDRS ピッキング（MDRS Picking） 

重合結果及び関連するアトリビュートに対してサンプル毎にセンブランス値の高い順に

並べ替えを行った。これに際して、並べ替えに用いる傾斜範囲に制限を設けることで不要

な傾斜ノイズを除去した。 

 

 ⅴ) MDRS 重合（MDRS Stack） 

センブランス値の高い方から 2 番目までのセクションを用いて MDRS 重合を実行し、

コンフリクティング・ディップに対応した CRS 重合記録を作成した。このようにセンブラ

ンス値の高い方から複数枚のセクションを加算することで、ゼロオフセット断面上で複数

(ここでは最大 2 つまで)の反射波が交差する状況に対応した。 

尚、MDRS 重合処理後の処理に関しては、a) 節の反射法データ解析と同様のパラメータ

を適用した。以上の処理ステップを逐次経ることによって、図 22 の MDRS 重合処理断面

図、図 23 の MDRS 重合処理時間マイグレーション断面図が得られた。また、これらの重

合記録及び時間マイグレーション記録を用いて深度変換を実施した結果を図 25 に示した。 

 

 

 

 

 



 

 176

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 MDRS 重合処理時間断面図。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地質図幅『札幌』

19)『夕張岳』20) に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 MDRS 重合後時間マイグレーション断面図。測線図は地質調査所 20 万分の 1 地

質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 
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図 25 MDRS 重合後時間マイグレーション深度断面図。測線図は地質調査所 20 万分の

1 地質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 

 

c) 屈折法データ解析 

本節では、屈折法データを用いた P 波トモグラフィックインバージョンによる屈折法デ

ータ解析内容について記述する。図 26 に屈折法データ処理フローを示す。また、屈折法解

析に関するパラメータ一覧を表 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 屈折法データ処理フロー 
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表 4 屈折法処理パラメータ一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ) トモグラフィ解析の概要 

トモグラフィックインバージョンにおける理論走時のフォワードモデリングには、

Linear Traveltime Interpolation 法( LTI 法, Asakawa and Kawanaka, 1993 )を用いた。

波線の計算では対象の領域を格子に分割し、各格子を通る波線を求める。LTI 法は各格子

をさらに細かく分割し、隣接する格子上の各分割点を結ぶ波線の走時を計算した後、得ら

れた走時の組を用いて走時が最小になるよう波線を補間する。格子のサイズ・分割点にか

かわらず走時が最小になる波線経路を計算することにより、他の走時計算法と比較して正

確さと安定性に利点を持つ。 

インバージョンのアルゴリズムには基本的に、Simultaneous Iterative Reconstruction 

Technique( SIRT 法)を用いた。トモグラフィックインバージョンでは一般に、格子に分割

された領域に対し波線経路に沿った格子上に走時の観測値と計算値の差を速度の修正値と

して割り振り、波線計算と速度修正値の決定の反復計算をする Algebraic Reconstruction 

Technique( ART 法 )によるインバージョンを行う。通常の ART 法では各格子上で波線ご

とに計算した速度の修正値をそれぞれ逐次的に適用するが、SIRT 法では全波線で計算し

た速度の修正値の平均を取った値による修正を適用する。さらに本解析に用いる SIRT 法

では、速度の修正値の計算において各格子内を波線が通過する時間により残差走時を比例

配分する改良を施してある。また波線周辺の格子を波線からの距離に応じた重みをつけて

更新対象にすることで、計算の安定化を図っている。 

インバージョンの信頼性評価として、初期モデルランダム化によるモンテカルロ不確実

性解析 21) を行った。ランダムに生成した多数の初期モデルに対してトモグラフィ解析を

実施し、全ての結果を平均した速度分布および平均値からのばらつきを示す標準偏差分布

を得る。これら二つの情報はそれぞれ、トモグラフィ解析による速度構造モデル解とその

確からしさの指標として提供できる。 
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ⅱ) 陸域屈折法データ解析 解析条件 

使用した発震点は屈折法発震（17 点）および反射法発震（730 点）である。初動の読み

取りは屈折法発震においては受発震オフセット 20 km を超えて初動走時が得られたが、反

射法発振においてはオフセット 2～15 km 程度までの初動が得られたデータを含む。図 27

に読み取った初動走時分布を示す。計算領域は発震点・受振点を含む 2 次元断面において、

水平方向には重合測線を直線 66,250 m、鉛直方向には標高 500 m から深さ 15,500 m ま

での 16,000 m とした。投影測線を図 28 に示す。メッシュサイズは水平方向に 200 m、鉛

直方向に 100 m とした。また速度の修正における更新対象格子の範囲は、波線から 100 m

までの距離とした。 

初期速度構造モデルは、ランダムな条件での 100 ケースについて構築し、各々について

トモグラフィックインバージョンを行った。初期速度構造モデルの生成条件としては 2 点

の折れ点を含む一定速度勾配の速度範囲として、地表面で 1,500～3,000 m/s、深度 2,500 

m で 2,500～4,500 m/s、深度 5,000 m で 3,500～5,500 m/s、深度 16,000 m で 4,000～

6,500 m/s をランダムに選択した。初期モデルの分布を図 29 左図に示す。 

構築した異なる初期構造モデルに対して、それぞれ反復回数 15 回とした。反復回数の設

定においては、観測走時と計算走時の残差に十分な収束が得られる値を選択した。 

 

ⅲ) 陸域屈折法データの解析結果 

100 ケースの初期速度構造モデルから得られた結果の平均をとって、トモグラフィック

インバージョンによる最終的な速度分布とした。図 29 右図にトモグラフィ解析における

走時残差の収束の様子を示す。全ての初期モデルに対して走時誤差が収束していることを

確認できる。得られた最終的な速度分布および各トモグラフィックインバージョン結果か

ら計算される標準偏差分布・平均波線密度を図 30 に示す。なお、同図における速度分布表

示は、トモグラフィ解析投影測線から反射法 CMP 測線に再投影したものであり、波線の

存在する部分にのみ表示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 陸域屈折初動読み取り図 
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図 28 陸域トモグラフィ投影測線。国土地理院 20 万分の 1 地勢図札幌・夕張岳・留

萌・旭川に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29 トモグラフィ解析における初期モデル群と走時誤差の収束 
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図 30 陸域トモグラフィ解析結果（速度分布、標準偏差、波線密度） 

 

 

ⅳ) 海陸統合屈折法データの解析条件 

使用した発震点は陸域の屈折法発震（17 点）および反射法発震（730 点）と海上発震点

（1,033 点）である。初動の読み取りは屈折法発震においては受発震オフセット 20 km を

超える記録で走時が得られたが、反射法発振においてはオフセット 2～15 km 程度までの

初動が得られたデータを含む。図 31 に読み取った初動走時分布を示す。計算領域は発震

点・受振点を含む 2 次元断面において、水平方向には重合測線を直線 66,250 m、鉛直方向

には標高 500 m から深さ 15,500 m までの 16,000 m とした。投影測線を図 32 に示す。メ

ッシュサイズは水平方向に 200 m、鉛直方向に 100 m とした。また速度の修正における更

新対象格子の範囲は、波線から 100 m までの距離とした。 

初期速度構造モデルは、ランダムな条件での 100 ケースについて構築し、各々について

トモグラフィックインバージョンを行った。初期速度構造モデルの生成条件としては 2 点

の折れ点を含む一定速度勾配の速度範囲として、地表面で 1,500～3,000 m/s、深度 2,500 

m で 2,500～4,500 m/s、深度 5,000 m で 3,500～5,500 m/s、深度 16,000 m で 4,000～

6,500 m/s をランダムに選択した。初期モデルの分布を図 33 左図に示す。 

構築した異なる初期構造モデルに対して、それぞれ反復回数 15 回とした。反復回数の設

定においては、観測走時と計算走時の残差に十分な収束が得られる値を選択した。 
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ⅴ) 海陸統合屈折法データの解析結果 

100 ケースの初期速度構造モデルから得られた結果の平均をとって、トモグラフィック

インバージョンによる最終的な速度分布とした。図 33 右図にトモグラフィ解析における

走時残差の収束の様子を示す。全ての初期モデルに対して走時誤差が収束していることを

確認できる。得られた最終的な速度分布および各トモグラフィックインバージョン結果か

ら計算される標準偏差分布・平均波線密度を図 34 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 海陸統合屈折法データ解析 屈折初動読み取り図 
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図 32 海陸統合屈折法データ解析 トモグラフィ投影測線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 33 海陸統合屈折法データ解析トモグラフィ解析における初期モデル群と走時誤差の

収束 
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図 34 海陸統合屈折法データ解析トモグラフィ解析結果 

 （速度分布、標準偏差、波線密度） 
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  4) 地質学的解釈 

 得られた重合後マイグレーション処理後の深度変換断面と、MDRS 断面、屈折トモグラ

フィ解析によって得られた P 波速度構造断面について、公表されているボーリング・反射・

地表地質などのデータを基に、地質学的解釈を行う。測線西部の日高衝突帯の地質構造解

釈については、石油公団の基礎物理探査が実施され、これらを用いた地質構造解釈が公表

されている 9, 22, 23)。今回の調査によって、深部までの速度構造が判明したこともあり、よ

り現実的な深度変換断面が明らかにできたが、正確な解釈のためには詳細な地表地質・既

存の地下地質データとの対比・検討が必要であるので、ここでは断層面の深部形状など、

暫定的な地質解釈にとどめる。 

測線周辺では、石油公団の基礎試錐「南幌」24)「石狩湾」25)「夕張」26) が実施されてい

る。基礎試錐の成果は、公表論文に記述されている 9, 11, 13, 27, 28, 29, 30)。周辺地域には、古

第三系から第四系までの地層が分布する（図 35）。それらの層序区分については、日本の

石油・天然ガス資源編集委員会（1992）31)、岡村・高野（2010）32)・栗田（2010）33)・尾

崎・小松原（2014）17) 吉田ほか（2007）29) などに記載されている。ここでは、図 36 に

示したように基礎試錐の層序区分をもとに、それらの地層境界に層準を設定し、地質解釈

断面に記述した（図 37）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 35 調査測線周辺地質図【受振点、発震点及び CMP 重合測線】地質調査所 20 万分の

1 地質図幅『札幌』19)『夕張岳』20) に加筆。 
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図 36  石狩平野横断反射法地震探査断面の地質学的解釈で使用した基礎試錐「石狩湾」

と「南幌」の層序と使用した層準（図 37 参照）。 

 

 行った地質学的な解釈断面を図 37 に示す。ここでは、深度変換断面に屈折トモグラフ

ィによって求めた速度構造（図 30）を重ねて示した。屈折トモグラフィによる速度構造を

見ると、P 波速度 5.4 km/s の層は測線中央部で凸型の形状を示し、西側に低下する。日高

衝突帯西部では厚い堆積岩が複雑な短縮変形を示し、全体としては前縁盆地（ foreland 

basin）型の形状を示す。こうした速度構造は、Iwasaki et al. (2004)8) による日高山脈南

部で得られている速度構造とよく類似する。本測線東部の日高衝突帯西部では、速度構造

の逆転（図 30）や東に傾斜する反射面（例えば図 23）が見られるが、連続性の良好な反射

面に乏しい。 
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測線中央部から西部の石狩平野下では、連続性の良好な反射面が地下 5〜6 km まで分布

している。石狩平野下の反射断面と対比可能なボーリングデータとしては基礎試錐「南幌」

がある 24, 27,34)。基礎試錐「南幌」において滝上層基底の層準は、東方には馬追丘陵下まで

ほぼ水平に追跡される。西方には、野幌背斜を経てさらに西方の向斜部まで追跡される。

より西方へは反射面が不明瞭となる。基礎試錐「南幌」の西方 CMP1250 付近には、P 波

速度 5.4 km/s の上面が測線を通じて最も浅く深さ 4 km に位置する。CMP800-1500 間で

滝上層基底の層準から P 波速度 5.4 km/s の速度周辺の区間は、より浅い部分に比べると、

不明瞭なものの連続性のいい反射面が分布し、速度構造と合わせて堆積岩である可能性が

高い。また、P 波速度 5.4 km/s 層の上面付近には、振幅の大きな反射面群が位置しており、

石狩層群に相当すると判断した。この領域は、野幌背斜の東翼下で最も厚く、東傾斜の断

層の正断層運動に伴って形成された可能性が大きい。基礎試錐「南幌」では萌別・鵜川層

が荷菜層の上位に重なるが、野幌背斜の層厚変化では、萌別層より以降の地層が背斜部で

層厚の減少が見られ、萌別層堆積時以降に背斜の成長が開始された可能性が高い。以下の

地層の層厚変化と、野幌背斜を形成させた逆断層運動を合わせて判断すると、正断層から

逆断層への反転により野幌背斜が形成されたものと考えられる。この断層の見かけ上の傾

斜は、東に約 30 度となる。断層モデルの構築には、三次元的な構造の検討が必要である。 

 CDP450 付近には、太美背斜が位置する。この背斜の西側には CDP175 付近を軸跡とす

る海岸背斜が分布する。この間では、層準の対比を高い精度で行うための、反射断面がえ

られていない。断層などの可能性もあるため、基礎試錐「南幌」からの層準を追跡するこ

とが困難であった。このため、基礎試錐「石狩湾」から得られている層準を追跡すること

とした。基礎試錐「石狩湾」25, 29) は測線の西方延長約 7 km に位置する（図 35）。石油資

源開発（株）では資源探査のために実施した石狩湾内で実施した反射法地震探査の未公表

資料がある。本測線での層位学的な対比を行うために、未公表資料を用いて基礎試錐「石

狩湾」の層準を海岸線付近まで延長させた。本測線西端部での層準の解釈は、この層準を

東側に延長させて行った。基礎試錐「南幌」の層準を直接、基礎試錐「石狩湾」と対比す

ることは困難であるため、異なる層準として表記した（図 36）。 

 太美背斜の東翼において、荷菜層の層厚が、背斜軸部に向かって薄化しており、荷菜層

堆積時から背斜が成長しているものと判断される。この層厚変化から判断して、褶曲の形

成時期は野幌背斜よりも有意に早い。太美背斜の軸部の地下において、地下 4～6 km の深

度において東翼下に発達する反射面が西方に消失することから、東傾斜の断層を推定した。

太美背斜は西翼が急傾斜の非対称褶曲であり、東傾斜の逆断層に関連した断層関連褶曲と

いう推定と調和的である。太美背斜は、野幌背斜から派生するデタッチメントにより連続

して形成されたと推定することも可能である。しかしながら、太美背斜の形成は、野幌背

斜の成長に先立っていた可能性が高く、それぞれが独立した断層運動に伴う断層関連褶曲

と推定される。太美背斜の西方には海岸背斜が形成されている。ここでは、西翼急傾斜の

形状と褶曲構成層が浅部に限られることから、太美背斜に関連した褶曲を推定した。今後、

平面的な地質構造の検討が必要である。 

 石狩低地東縁断層帯は、浅部では馬追丘陵の周辺で複雑な形状を示すが、基本的には東

傾斜のスラストであり、石油公団資料に基づく従来の見解や屈折法による速度構造解析か

ら得られている構造と同様である。日高衝突帯西部の地質構造についての本断面について
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の詳細な解釈は、今後、破線追跡法による構造解析も予定しており、今後の課題としたい。

図 37 には、産業総合研究所（2007）30) による石油公団が取得した反射法地震探査断面に

基づく地質構造解釈を暫定的に示した。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 反射法地震探査では、発震周波数を低周波側に寄せたことにより、石狩平野下でも

地下 8 km に及ぶ深度までの反射イメージが得られた。また、固定展開による海陸統合

探査により、深部までの速度構造が明らかになった。 

得られた反射法地震探査断面は、日高衝突帯西部と、石狩平野部分では反射面のパ

ターンが大きく異なる。日高衝突帯西部は、短縮量が著しい褶曲-断層帯の地質構造を

反映して、反射面の連続性に乏しく、東傾斜のスラスト群を伴う、速度の逆転構造が見

られる。高速度層の欠如から基本的にはシンスキン (thin-skinned) 型の変形を示して

いる。日高衝突帯の前縁断層は、馬追丘陵西縁の石狩低地東縁断層帯であり、深部の形

状は東に緩く傾斜する反射面から推定される。先端部では深さ 3 km に伏在し、楔状の

形状を示す。 

石狩平野下では連続性の良好な反射面が深さ 4〜6 km まで分布し、東から野幌背斜、

太美背斜、海岸背斜に対応した褶曲が見られる。野幌背斜の西翼には地下 5〜8 km で

東傾斜の断層が推定される。この断層の上盤側には西側に層厚が増化する堆積層が分

布し、見かけ上、古第三紀の正断層活動にともなう成長層と推定される。この正断層

は、反射面のパターンから荷菜層堆積時以降に逆断層として反転したと推定される。

野幌背斜の西方に位置する太美背斜についても、背斜下に東傾斜の断層が存在し、正

断層の反転構造を示している。日高衝突帯西部の変形様式とは異なり、石狩平野下の

構造は、シックスキン  (thick-skinned) 型を示しており、日高衝突帯西部と同様の東

傾斜の逆断層から構成されているが、それぞれ独立したものである。石狩低地東縁断

層帯、野幌背斜、太美背斜はいずれも断層関連褶曲であり、本探査によって震源断層の

断面形状が明らかになった。  

 今回は、屈折トモグラフィ法による速度解析を実施したが、今後、明瞭な速度構造境界

を把握するために、破線追跡法による速度構造解析を実施し、日高衝突帯西部の断層構造・

地質構造を把握する予定である。また、平面的に平野部の地下地質データを検討し、断層

モデルの構築に資する資料を収集する。 
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(3) 平成 30 年度業務計画案  

北海道南西沖から奥尻海脚を横断する約 250 km の海域区間（サブサブテーマ 2.2.1 参

照）と檜山郡江差町海岸付近から、亀田郡七飯町に至る投影距離約 50 km の陸域区間にお

いて、海陸統合地殻構造探査を行い、日本海盆から渡島半島にいたる地殻構造の特性と、

活断層の深部形状を明らかにする。函館西縁断層帯については、詳細な断層形状を明らか

にするために、測線長約 8 km の高分解能反射法地震探査を実施する（図 38）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 38 渡島半島横断地殻構造探査測線図。 

赤実線: 探査測線、黒実線:活断層（産業技術総合研究所 活断層データベースによる） 
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